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はじめに
　今日の日本企業では、社会課題（Social Issues）の解決を意識した経
営が多く見られるようになっている。戦略研究分野において社会課題が
中心的課題として議論されるようになったのは、1950年代に提唱された
CSR（Corporate Social Responsibility）からであった（Carroll, 1999）。
しかしこのCSRの議論では、社会課題に関する活動は本業と別の活動と
して位置づけられており、一部の経営資源に余力のある企業が取り組むも
のとの認識であった。その後社会課題と企業戦略の議論の流れは、Porter
（2011）がCSV（Creating Shared Value）を提示したところから変化する。
Porter（2011）は社会課題解決活動を本業として捉えることの意義を主張
したが、これにより広く多くの企業が社会課題に着目する流れとなった。
さらに2015年には、国連がSDGs（Sustainable Development Goals）を採
択し、地球規模の社会課題を17の目標と169のターゲットに整理した。こ
れにより日本企業がより一層社会課題の解決を意識した経営をするように
なっている。
　一方公的部門では、少子高齢化、地球環境問題、格差問題、地域格差
問題など、社会課題（Social Issues）が量的に増大し、質的にも多様化複
雑化するのに伴い、これまでの枠組みを超えた取り組みが求められてい
る。従来は公的部門が単独で担ってきた公共設備の整備やそれに関連す
る公共サービスの提供を、技術ノウハウや資金余力を有する民間企業と
の連携（alliance）によって効率的に行おうとするPPP（Public Private 
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Partnership）の手法が注目されるようになった（谷口, 2014）。さらには、
非営利組織（NGO: Non-Governmental Organization）など異なるセクター
が連携して課題解決にあたる事例が増え、マルチステークホルダー・パー
トナーシップとして注目されるようになっている（Bachstrand, 2006; 
Clarke and MacDonald, 2016）。
　この新しい手法としてのマルチステークホルダー・パートナーシップの
研究は未だ十分ではない。戦略研究の分野では、企業同士の企業間連携の
研究が1980年代より数多く見られる。企業間連携がどのような理由で行わ
れるかについて明らかにしようとする研究や、企業間連携継続の要件を明
らかにしようとする研究、業績測定をして成功する企業間連携の類型を明
らかにしようとする研究などが見られる。しかしながら、企業同士ではな
く、企業と政府・自治体、さらにはNGOといった異なる組織の連携につ
いての研究は緒に就いたところである。特に歴史の浅いマルチステークホ
ルダー・パートナーシップを長期視点で分析した研究は少ない。そこで本
稿では、マルチステークホルダー・パートナーシップが長期継続する要件
について取り上げようとするものである。
　そもそも企業間連携とマルチステークホルダー・パートナーシップの継
続要件の違いはどこにあるだろうか。第一に共通目標の設定の困難さが挙
げられる。民間部門が組織目標を自社経済的利益の追求に置くのに対し
て、公的部門やNGOは収益より公共の利益最大化を目標としている。従っ
て、マルチステークホルダー・パートナーシップは企業間連携に比べて、
共通目標の設定が困難となる。第二に、組織目標の違いにより異なる組織
文化が醸成されていて、コミュニケーションが困難となることが予想さ
れる。さらに、コミュニケーションが困難になれば信頼（trust）の構築
が難しくなる。戦略的連携の継続に関して信頼関係の形成が重要であるこ
とは先行研究でも指摘されており（Harrigan, 1986; Child and Faulkner, 
1998）、このことから、マルチステークホルダー・パートナーシップによ
る連携の継続が、企業間連携の継続より困難であることが予想される。
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Harrigan（1988）は企業間連携の80％が失敗すると指摘しており、それ
より継続困難なマルチステークホルダー・パートナーシップの継続が極め
て難しいことをうかがい知ることができる。
　本稿ではこうした論考に基づき、マルチステークホルダ ・ーパートナーシッ
プの長期継続要件を明らかにするため、「信頼」に焦点を置いて、単一事
例を対象とする事例研究を行う。対象とする事例は、広島県に本社を置く
造船会社の常石造船が、1994年にフィリピン・セブ島のバランバン市で立
ち上げたTsuneishi Heavy Industries（CEBU）, Inc.（以下THI社）である。
THI社は常石造船80％、フィリピン財閥大手のアボイティス・グループが
20％の資本を持つ合弁会社であり、バランバン市の全面的な協力を得た企
業-自治体連携によって実現し、その後20年以上にわたり連携が継続して
発展をとげているものである。
1 ．先行研究の検討
1 － 1 　企業間連携の戦略理論
　企業間連携（alliance）とは複数の個別企業が製品・技術の開発または
提供を目的として経営資源を交換・分担する枠組みである（Gulati, 1998; 
安田, 2015）。企業間連携はM&A（Merger and Acquisition）と市場取引
の中間形態であり、企業間を緩やかに結びつける関係である。資本のやり
とりを伴うものを資本提携と言い、伴わないものを業務提携と呼ぶ。
　企業間連携が行われる理由は主に三つの戦略理論から説明できる。第一
に取引コスト理論（Coase, 1937; Williamson, 1975）から考えると、連携
によって低減する交渉コストが市場競争原理による価格削減効果より大き
い場合に企業間連携が選択されると考えられる。第二に資源ベース理論
（Barney, 1991）から考えると、企業が必要資源を他社から得ようとする
場合、それが市場取引によって入手困難な場合に企業は連携を模索する。
第三に知識ベース理論では、中長期の継続的関係の中から単体で得るより
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も多くの新たな知識を得る可能性が高まる場合に連携が選択されると考え
ることができる。Doz and Hamel（1998）は連携を「補完的連携」と「価
値創造型連携」に分類した上で、単に不足資源を補完する関係性よりも、
将来の目標を共有して学び合い価値を生み出す将来志向の関係性の方が連
携関係が継続していくと説明した。
1 － 2 　マルチステークホルダー連携と信頼に関する研究
　マルチステークホルダー・パートナーシップとは、単独セクターだけで
は達成できない目標を、民間、政府自治体、非営利などの複数セクター
の組織が協力して取り組む取り決めのことを言う（Sloan and Oliver, 
2013）。民間部門が経済的利益を追求する戦略的提携と異なり、マルチス
テークホルダー・パートナーシップの特徴は第一に、民間企業、公的機関、
政府機関、非営利組織といった複数組織が含まれること（Bryson et al., 
2006; Kanter, 1999）である。第二に、補完的な能力を持ちより（Loza, 
2004）、個別には達成できない目標を達成すること（Mandell＆Steelman, 
2003; Warhurst, 2005）である。そして第三に、相互利益または双方にとっ
て有利な状況を目標として共有するものである。こうしたマルチステーク
ホルダー・パートナーシップが社会課題の解決に寄与する理由としては、
多様な資源を補完的に用いること、多様なバックグランドから互いに学び
新しい知を生み出すこと（Roloff, 2008）、さらには正当性を得て広く資源
を獲得することという議論も広くみられる（Bachstrand, 2006）。
　グローバルなマルチステークホルダーといったような多様なセクターの
連携継続を考える場合、戦略理論から言えることは何か。第一の取引コス
ト理論からは、多様セクターの連携は管理や調整のコストが高くなるため、
管理の巧拙が継続の可否を決めるであろう（Das and Teng, 2000; 安田, 
2015）。第二の資源ベース理論では、時間経過とともに得られる関係性や
管理方法それ自体が模倣困難で希少な資源となりうると考えられるため、
やはり管理の巧拙が継続の成否を決めると言える（Barney, 2002）。第三
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の知識ベース理論に則れば、多様なセクターが学び合い価値を生み出す関
係性構築が重要であり、そのためには共通目標の設定が重要となる（Doz 
and Hamel, 1998）。
　こうした戦略的議論に加えて、連携失敗の原因として多くの先行研究で
主張されるのが、企業文化の違い、そして信頼の構築の問題である。企業
文化が異なると、認識の違いや誤解によってコミュニケーションの齟齬が
生じ連携の調整管理コストが増大する（Yan and Zen, 1999）。また信頼
が欠如すると連携関係を不安定にさせ最悪の場合は裏切りによって連携関
係を失敗させる（Doney, Cannon and Mullen, 1998; Barney, 2002）。連
携相手の国や言語が違う場合、また、企業と自治体といったように組織形
態が違うマルチステークホルダー連携場合は、いっそう文化の違いが大き
く、また、信頼構築は難しい。
　組織間信頼の研究は1990年代以降注目されている分野である。初期には
取引コストの一要素として研究されていた信頼は、その後組織論的観点か
らの検討がなされ、心理学や社会学の領域の研究を取り込んで発展してい
る。組織間信頼の定義は様々なされているものの、「相手組織に対して何
らかの期待をすること」という点は共通している（川崎, 2014; 真鍋・延岡, 
2003b）。また、組織間信頼の形成にあたっては、共有化された価値観（規
範的価値観）が必要であると示されている（酒匂, 1998; 若林, 2006）。
　信頼関係は時間経過とともに蓄積されて強固になっていく（Goerzen, 
2007）が、長期的なマルチステークホルダー・パートナーシップの継続を
支える信頼の構築方法についての研究は見られない。
2 ．THI社（Tsuneishi Heavy Industries（CEBU）, Inc．）の事例
2 － 1 　概要
　THI社は広島県に本社を置く常石造船が、1994年にフィリピンの第 2 の
都市であるセブ市に隣接するバランバン市に設立した海外造船拠点である。
86
横浜市立大学論叢社会科学系列　2018年度：Vol.70 No.3
円高と人件費高騰の続く日本での造船業が厳しいとの認識のもと、神原眞
人社長（当時）が海外進出を模索し、現地有力財閥であるアボイティス・
グループのジョン・ラモン・アボイティス氏に相談。アボイティス氏と彼
の友人であったバランバン市長のアレックス・ビンハイ氏の全面的協力を
得ることで、この地での操業を決断した。すなわち、THI社は、日本の常
石造船とフィリピンのアボイティス・グループ、そして現地自治体のバラ
ンバン市のマルチステークホルダー・パートナーシップのプロジェクトと
してスタートした。
　バランバン市はセブ市に隣接しているとはいえ、セブ市からのアクセス
には山越えの悪路を 4 時間かけて進む必要があり、当時はインフラも未整
備なヤシの木が茂る陸の孤島であった。その地にインフラ敷設から着手し、
2 年かけて第一番船の完成にこぎつけ、1997年 1 月にはラモス大統領（当時）
夫人のロープカットにより 1 番船の進水が行われた。1998年にはISO9001（品
質基準）を取得し、翌1999年からは大型バルク船の連続建造を開始するなど、
順調に実績を積み上げた。2004年には 2 番目の船台が建設され稼働を開始。
2009年には建造ドックが完成して建造能力が倍増となるなど、順調な事業
拡大がなされている。創業初期から、フィリピン初の本格的造船工場とし
て注目され、度々その時の大統領が視察に訪れている。また2014年までに
9 回のPEZA（Philippine Economic Zone Authority）を受賞するなどフィ
リピン国内での評価は非常に高い。
　日本の造船会社は1960年代以降次々と海外事業を立ち上げたがそのほと
んどが縮小撤退している（IHIのブラジル合弁造船所など）。その中で、
最も海外事業に成功した造船所としてTHI社は注目され、2018年 2 月に
三井造船との業務連携契約締結の際は「三井造船側は常石造船を海外展開
で大きな成功を収めている数少ない造船会社として評価している」（日本
産業新聞、2018年 2 月 2 日）と言われるほどの存在となっている。
　2014年時点でのTHI社の敷地面積は147万㎡（広島県の本社工場の約 3
倍）、船台 2 基、建造ドック 1 基、修繕用フローティングドックがあり、
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協力企業を含めて約13,000人の従業員が働いており、 3 －18万トン級のバ
ルク船を中心に年間30隻の建造能力を備えた造船所となっている。資本金
は 4 億 5 千万フィリピンペソ（2019年 3 月末の為替レート換算で約 9 億円）、
売上高は未公開であるが、2016年末までの通算建造数が228隻となってい
る。2015年度常石造船グループ全体での建造隻数は47、造船事業の売上高
は1,791億円であり、そのうち約 3 分の 1 をTHI社が建造している。また、
THI社はフィリピンにおける外航船の建造量の約半分を担っており、フィ
リピンが世界第 4 位の造船国である中の重要な地位を占めている。
　THI社の発展とともにバランバン市も発展した。THI社設立前は主たる
産業のない半農半漁の小さな町であったが、バランバン市の人口は 3 万人
から 8 万人へと増加。市の歳入は2,500万ペソから 2 億 3 千万ペソと約10
倍に増えた。THI社は積極的に社会資本投資を進めており、2000年には焼
失した市場の再建を支援。2007年には病院を立て直し50人の入院が可能な
設備となる手助けをした。2008年にはサンホセ大学の付属学校の誘致と建
物の全額支援を行った。2010年からは市の奨学金の制度を整え、2016年ま
でに162人に教育支援を行っている。
2 － 2 　調査方法
　調査は、書籍、雑誌記事、ウェブ記事といった二次情報のほか、関係者
にそれぞれ 1 － 2 時間のインタビューをすることによって行われた。イン
タビューは事前に調査目的と具体的な質問項目を送付した上で、その質問
項目にそって適宜質問を投げかけるという半構造化された形式で行われた。
インタビューは2017年 2 月から 3 月にかけて、以下の 5 名を中心に行われ
た。なお所属役職はインタビュー当時のものである。
・ 末松弥奈子氏：ツネイシホールディングス株式会社専務取締役であ
り創業家出身
・遠又哲宏氏：ツネイシホールディングス株式会社常務取締役
・三島明彦氏：THI社　チェアマン＆プレジデント
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・ ジョン・ラモン・アボイティス氏：アボイティス・グループ総帥、
アボイティス・エクイティ・ベンチャーズ　チェアマン　
・アレックス・ビンハイ氏：前バランバン市長
　さらにインタビュー内容を確認するため、現地視察（常石造船本社造船所、
バランバン造船所、バランバン市役所、サンホセ大学バランバン校、バラ
ンバン市中心部）を行い、バランバン市の中心地で100名の市民にアンケー
ト調査を行った。
2 － 3 　THI社20年のパートナーシップ
2 － 3 － 1 　連携成立の背景となる補完的関係
　常石造船がフィリピンを進出先に決めた理由は主に 4 つある。第一に
1985年のプラザ合意後の円高により採算性が急激に悪化し、ドル決済の取
引を増やすこと、労賃の安い国に製造拠点を移す必要に迫られたことであ
る。第二に良質な労働力が期待できること。英語圏で国民性が勤勉であり、
さらにセブ島には工業系の大学など教育機関があるため幹部候補生のリク
ルーティングできること。第三に地政学的に東アジアの中心にあり日本と
の距離も近く、または主要船主である中国やシンガポールからも近いこと。
そして第四に、最も重要なこととして、アボイティス・グループを率いる
アボイティス氏というビジネスパートナーがいて、熱心にフィリピン・セ
ブ島での事業を勧めてくれたことである。THI社長の三島氏はその時の状
況を次のように語っている。
“THI社進出の判断に先立ちまずは解撤（ship breaking）と伸鉄、そ
して造船設計をフィリピンでやってみることにした。設計事務所はマ
ニラ（ルソン島）に置いていたが、それを知ったアボイティス氏が「ど
うしてセブ島でやらないのか」と熱心に誘ってくれて、設計事務所を
セブ市のアボイティス・グループのオフィスの一画に置くことになった。”
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　また常石造船の遠又氏はアボイティス・グループというビジネスパート
ナーの意味を次のように説明した。
“フィリピンでは外国企業は土地の所有を認められていないため、現
地資本としてアボイティス・グループに60％を拠出してもらい土地保
有会社を作りました。さらには、現地の有力パートナーがいることで、
ものすごい現地情報が取れるようになりました。現地の事情に疎い我々
にとっては、アボイティス・グループの存在は不可欠でした。彼らと
相談し、経済特区の申請に関するガイドをしてもらい、様々な交渉も
引き受けてもらいました。アボイティス・グループとのタッグのおか
げで、足元をすくわれるようなことはありませんでした。”
　一方で、アボイティス・グループにとってこのプロジェクトは、自分た
ちが拠点とするセブ島に新しい産業を呼び込むという大きなメリットがあっ
た。アボイティス氏は補完関係について次のように説明している。
“Tsuneishi brought expertise in shipbuilding and Aboitiz in know-
how on how to deal with local people, government, and laws. When 
we have a joint venture, you must understand that both parties 
should contribute something. Thatʼs basically how our partnership 
started off.”
　前市長のビンハイ氏は自治体の立場としてこのプロジェクトをどのよう
にとらえていたのかについて次のように述べている。
“1990年代、THI社が来る前のバランバン市は貧しい町だった。町の
市場では豚が 1 日に一頭、牛は週に 1 頭しか取引されなかった。今で
は毎日30－100頭の豚、 2 頭の牛が取引されている。銀行が市の中に
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6 行あり、ATMも町のいたるところにある。造船所建設によって環
境破壊が起こると抗議してきたNGOがいたが、我々はとにかく産業
そして雇用が欲しかったのでそうした抗議にも屈しなかった。”
2 － 3 － 2 　設立前の理念の共有、信頼の醸成
　常石造船とアボイティス・グループには共通点が多く見られた。第一に
双方とも100年以上の歴史がありファミリーで資本所有し経営陣を固めて
いるファミリー企業であること。第二に海運を営んでいたこと。第三に地
域に根差してこそビジネスが発展するのだとの経営理念を明確にしている
ことである。
　常石造船は1903年に石炭を運搬する海運業を祖業として広島県福山市で
創業した。アボイティス・グループはそれより少し前の1800年代後半に麻
の取引からビジネスをスタートした。現在は両社とも幅広くビジネスをし
ており、アボイティス・グループはエネルギーや不動産ビジネスを主とし
てフィリピン10位に入る財閥となっている。
　常石造船がある場所は、広島駅からも広島空港からも 1 時間以上かかる
陸の孤島であり、地理的には不利な場所にあるが、常石造船は1907年には
造船業をスタートし現在まで創業の地で船を作り続けている。
“フィリピンに出る時、パートナーであるアボイティス氏と市長のビ
ンハイ氏に対して、「この町で100年造船所をやります。ここで100年
絶対やります。」と言いました。そしてそれを信じてもらえました。
何故なら当時常石造船は100周年直前だったんです。リアリティあり
ますよね。100年やるということがどういうことかわかっている。100
年やるとなると初めて雇った人が成長して子供もここで働くかもしれ
ないし、そうするとその子の教育しっかりしなければならない、と考
えられますよね。そうした長期視点に立ったビジョンが描けるんです。” 
（末松氏）
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“やはり地元が栄えないと我々はやっていけません。労働力というよ
りむしろその地域にひとつの町ができないと事業の発展は不可能だと
いうことは、すでに経験をして理解しています。閉ざされた小さな町
ではそれしか産業が発達しないという実態があり、町の人全てがなん
らかの形でその会社と関わりを持っていて、現実的に町そのものがひ
とつの企業となっているのです。常石は、それをひとつのビジネスモ
デルとして輸出したんです。” （遠又氏）
　一方でアボイティス氏は次のように述べている。
“What was also very important was Kambara family is an old 
family, a big operation over a 100 years old and Aboitiz is the same. 
Although we are a public company, we are still majority of it’s 
owned by the family. So we have a same way of looking at things, 
which was very very important.”
“Our philosophy is we must share what we have in where we 
are, and Tsuneishi did the same thing. They built a high school, 
hospital. They also have a scholarship. They have done a lot of 
CSR. We also donate a certain percentage of what we earn to the 
community every year.”
　このように互いの企業理念、社会に対する姿勢の類似性によって、常石
造船とアボイティス・グループが相互に信頼を得ることができたと考えら
れる。また、バランバン市との連携も、常石造船とアボイティス・グルー
プの地域社会への強い貢献姿勢が可能にさせたということも想像に難くない。
　さらに初期の信頼構築にとって重要であったこととして、1994年のTHI
社設立に先立ち、小規模のプロジェクトを行っていたことである。先立
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つこと 2 年前、1992年に解撤と伸鉄の専門企業、K&A Metal Industries, 
Inc.を設立しアボイティス・グループとの協働を行っている。THI社の
設立メンバーが20周年誌の中で次のように語っている。
“この間、アボイティス・グループと友好的な関係を築けたことは、
その後のプロジェクト成功の大きな要因となりました。” （THI社設
立プロジェクト推進メンバー倉田俊正氏、THI社20周年記念誌P38）
　アボイティス氏もインタビューの中で次のように語っており、信頼獲得
にあたってこの小規模プロジェクトが重要であったことが示唆される。
“It’s just like marrying somebody, you don’t know the person at 
the first. So it’s very important you know who your partner is. Ask 
banks, government, and then you can always find who is reputable 
and who is not reputable. And when you find it out, you have to go 
talk to them. It’s not just reputation but it’s can you work together? 
Devidend policy, decision making process and these are things you 
consider. I will never go into business with somebody I can’t trust.　
So if you don’t trust your partner, it’s a suicide to go to a business.”
2 － 3 － 3 　設立後の理念の共有、信頼の醸成
　設立までは主としてリーダーレベルでの理念の共有、信頼醸成が連携の
原動力となったが、設立後には現場従業員レベルでも理念共有、信頼醸成
のための活動が多く取られた。
　第一船台の建設は、日本から出向いた延べ276人の技術者・スタッフが
中心となったが、THI社立ち上げと同時に現地でフィリピン人従業員を15
人採用した。そしてこの15人全員が日本人建設担当者とペアになり、とも
に建設に参加するという仕組みを導入した。これが双方の信頼関係を築く
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こと、技術だけでなく文化面での伝達に寄与した。設立当初からのフィリ
ピン人社員はTHI社20周年誌の中で次のように語っている。
“日本人スタッフと一緒に働くことで、より勤勉に仕事に取り組むよ
うになりました。日本人が仕事に向けるひたむきさには、本当に目を
見張ります。彼らの働き方に私は感化されました。彼らが仕事に対し
て持つ倫理観は学ぶ価値があります。” （設立当初からのフィリピン
社員、THI社20周年記念誌、P43）
　その後も現場従業員の教育活動は継続的に手厚く行われている。こうし
た現場レベルへの幅広い理念の共有、文化の共有を促す活動が、現地社会、
連携パートナーとの信頼構築に寄与していると考えることができる。
“THI社でも基本的に日本の常石造船新入社員と同じようなやり方を
取りました。安全研修、造船の基礎を座学で勉強するものから、日本
海事協会の溶接のライセンスを取得するまで、三か月かかります。年
間300人以上が研修を修了して、実際に現場での教育OJTに移ります。
この研修期間中も給料は会社から出ます。現場に出て腕のいい社員は
日本の常石造船の工場に実習生として 2 年─ 3 年勤務しスキルをあげ、
セブのリーダーになるということになります。フィリピンに帰る前に
は京都旅行に出かけて行ったりもします。20年間に合計1,500人以上
が日本で研修を受けて、THI社ではこうしたフィリピンの人がいない
と船は作れないという状況になっています。” （末松氏）
　また、リーダー同志の交流も欠かさなかった。ビンハイ氏は何度も日本
に行ったが、桜の季節に常石造船から招待されて日本に行くことが楽しみ
だったと述べている。セブでの交流に加えて、日本での交流も盛んであっ
たことがうかがえるエピソードである。
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2 － 3 － 4 　設立後の地域との関係
　THI社はバランバン市全体の生活環境の改善につながる支援を積極的に
行っている。第一が教育支援である。2009年 6 月にセブ島でも教育水準が
高いことで有名なサンホセ・レコレトス大学のバランバン・キャンパスが
開校した。この開校にあたり、キャンパス建設費の全学をTHI社が支援
している。現在では800人の児童・生徒が学んでいる。さらに、公立学校
の建設や改修費用支援、高校・大学進学希望者への奨学金給付など教育投
資を幅広く行っている。第二に生活関連施設の支援である。病院や産科施
設の整備を継続的に進めている。市のマーケット（市場）が焼失した際は、
再建費用もTHI社が持っている。こうした従業員の生活設備を提供する
だけでなく、まちづくり全体を視野に入れた支援は、常石造船が広島で行っ
てきた活動と同じであると末松氏は言う。
“社員が安心して働き続けられるっていうことが大事だと思っています。
広島の常石という町もたいへん貧しい街で、もともと無医村だったん
ですね。それを初代社長がたまたま港に入ってきた軍医さんを口説い
て病院を建てて医療体制を整えました。歯医者さんも呼んできました。
社員の人たちはイコール町の人たちですから、その人たちが安心して
暮らせるように途中小学校の建物を寄付したりということを日本でも
もともとやっておりました。”（末松氏）
3 ．分析と議論
3 － 1 　信頼構築のための取り組み―「各段階」と「各階層」における取
り組み―
　THI社の事例を見ると、20年という長期発展の背景に一貫した信頼関係
があったことが見てとれる。そしてこの長期継続的な信頼の形成のために、
プロジェクトの「各段階」での「各階層」における信頼構築の取り組みが
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見られた。各段階とは、プロジェクト「立ち上げの前の段階」とプロジェ
クト「立ち上げ後の段階」であり、各階層とは「リーダーレベル」と「現
場従業員レベル」である。
　THI社では、プロジェクト「立ち上げの前の段階」で十分な準備をして
いた。常石造船は1994年のTHI社立ち上げに先立ち、その 2 年前から小
規模プロジェクトでアボイティス・グループと協働し、パートナーシップ
の締結に万全を期していた。この時期アボイティス・グループのオフィス
で事業を行ったことは、リーダー同志だけでなく、現場従業員同士の交流
もなされていたことを意味する。アボイティス氏はインタビューの中で、
パートナーとの信頼がなければ企業として自殺するにも等しいと述べ、周
囲から評判を徹底的に調べ、パートナーと話をし、小規模プロジェクトで
協働してみて、それから本格的なプロジェクトに入ったことを強調してい
た。このことから、マルチステークホルダー・パートナーシップの「立ち
上げ前の段階」に十分な準備が必要であるということが示唆された。
　「立ち上げ後の段階」でも、長期継続的な信頼醸成の取り組みを行って
いた。そしてその信頼醸成の取り組みは、桜の季節にリーダーを日本に招
待するといった「リーダーレベル」の取り組みにとどまらず、「現場従業
員レベル」にも工夫されていた。それは従業員同士をペアにして一定期間
働かせることであり、20年で延べ1,500名以上を来日させて日本の工場で
スキルと文化を学ぶ機会を作ることでもあった。こうした幅広い階層への
人材投資的活動が、組織全体としての信頼醸成につながり、長期のパート
ナーシップを成功させた要因になったであろうことが見て取れた。
3 － 2 　組織目標の違いを超えた共通理念
　THI社の事例で特筆すべきは、THI社が民間企業であるにもかかわらず
利益の一部を積極的に地域の社会課題解決の投資に回していることである。
継続的に、地域の病院、学校、市場といった社会インフラ建設を担ってい
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る。バランバン市の中心部でランダムに行ったアンケート（n=100）では、
全ての回答者がTHI社を知っており、97％の回答者がTHI社に好感を持っ
ていると答えていた。またアボイティス氏とビンハイ氏へのインタビュー
の中でも、フィリピンの典型的な貧困地域であったバランバン市を発展さ
せていきたいとの共通理念が強調されており、THI社の長期にわたるパー
トナーシップを成功に導く鍵であることをうかがい知ることができた。
　マルチステークホルダー・パートナーシップは、異なる目標、背景を持
つ組織体によって構成される。THI社のプロジェクトでも、日本の常石造
船とフィリピンのアボイティス・グループは異なる国で活動している企業
であり、文化や言語が異なり相互理解が難しい状況であった。また民間部
門と公的部門は本来的に違う目標を持ち、理念共有が難しい状況にある。
そうした難しさを解決するには、マルチステークホルダー・パートナーシッ
プに関わる全ての主体が共有できる理念としての「社会課題解決」の方向
性が共有され、各セクターが積極的な行動でその実現姿勢を示すことが長
期関係継続の鍵となる。もちろん、民間企業が利益を地域社会解決のため
の投資活動に回すには、その原資となる利益を稼いでいることが前提には
なる。それであったとしても、民間企業が自社の主要事業の枠を超えて地
域社会へ貢献するという姿勢が、難しいマルチステークホルダー・パート
ナーシップの長期成功の鍵になるのである。
4 ．おわりに
　本稿は、常石造船のフィリピン進出プロジェクトが20年以上継続し発展
している事例を取り上げ、今日重要性が増大しているにもかかわらず、そ
の長期継続が難しいマルチステークホルダー・パートナーシップの長期継
続要件について、「信頼」に焦点を置いて明らかにしようとしたものである。
インタビュー、アンケートといった一次情報に加え、雑誌記事等の二次情
報を多面的に検討した結果、二つの示唆が得られた。第一は継続的な信頼
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構築の活動を「プロジェクトの各段階」において「各階層」で行うことの
重要性である。そして第二は、社会課題解決の共通理念を持つことの重要
性である。特に後者については、民間企業が本来的な目標である利益獲得
に拘泥せず、進出先の公的部門の組織理念である「地域社会課題解決」に
歩み寄りそれを積極的行動で示すことが重要である。そのことが国を超え
セクターを超えたマルチステークホルダー・パートナーシップの信頼構築
に繋がり、長期継続を可能にする。
　本稿は単一事例研究でありその研究手法には限界がある。また、常石造
船は非上場企業かつオーナー企業である点、また、造船業という事業特殊
性の観点から、本研究を一般化するには限界がある。しかしながら、今日
重要性が高まっているマルチステークホルダー・パートナーシップの「長
期」継続の要件を明らかにしようとした本稿には、学術的・実務的有用性
があると考える。今後の一層の研究蓄積が待たれる。
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